
 

守口市道路整備要綱 

 

 守口市道路整備要綱（平成６年７月１日施行）の全部を改正する。 

 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 地先道路整備事業（第４条―第７条） 

第３章 後退用地の寄附（第８条） 

第４章 後退用地寄附助成事業（第９条―第18条） 

第５章 道路整備助成事業（第19条―第28条） 

第６章 その他（第29条） 

附則 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、開発者への道路整備に関する協力要請、指導及び必要な事業を行うことにより、生活道路の改善を図り、

もって本市の良好な住環境の促進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 開発者 開発行為をする者をいう。 

(２) 開発行為 次のアからウまでのいずれかに該当する行為をいう。 

ア 建築物の建築 

イ 工作物、門又は塀の築造 

ウ 駐車場の築造 

(３) 地先道路 守口市認定道路であって、耕地整理事業により指定建築線がある路線又は４メートル未満の幅員のある路



 

線をいう。 

(４) 一般道路 地先道路以外の建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第42条第２項に規定する道路を

いう。 

(５) 後退線 法附則第５項の規定により、道路とみなされた建築線をいう。 

(６) 後退用地 後退線と法の規定により道路とみなされる以前の道の境界線とで区切られた土地をいう。 

（事業） 

第３条 市は、第１条の目的を達成するため、予算の範囲内で次に掲げる事業を行う。 

(１) 地先道路整備事業 

(２) 後退用地寄附助成事業 

(３) 道路整備助成事業 

第２章 地先道路整備事業 

（地先道路整備事業の内容） 

第４条 地先道路整備事業の内容は、市が後退用地に対して次に掲げる工事を施工することとする。 

 (１) 路面の舗装工事 

 (２) 路面の排水設備工事 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、整備に必要な工事 

（地先道路整備事業の要件） 

第５条 地先道路整備事業は、次の各号のいずれの要件にも該当する場合に実施する。ただし、市長が特に必要があると認め

たときは、この限りでない。 

(１) 地先道路に接する土地に係る開発行為に伴って前条各号に掲げる工事が必要な場合 

(２) 敷地面積が300平方メートル未満の土地に係る開発行為に伴って前条各号に掲げる工事が必要な場合 

(３) 市の要請に基づく後退用地である場合 

(４) 国、地方公共団体又はこれらに準ずる団体が行う開発行為でない場合 

(５) 次章の規定による後退用地の寄附がある場合 



 

（地先道路整備事業の申請） 

第６条 地先道路整備事業の申請をしようとする者は、守口市後退用地の整備に係る申請書に次に掲げる書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

(１) 境界確定図 

(２) 法第６条第１項の確認済証の写し 

(３) 位置図 

(４) 後退位置及び後退部分の求積図が確認できる平面図 

(５) 後退したことが確認できる写真  

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請を行った者が前条第５号の要件を満たすことができない場合には、後退用地に関する申出

書の提出を求めることができる。 

３ 市長は、前項に規定する申出書に記載された理由がやむを得ないものであると認めるときは、前条の規定にかかわらず、

同条第１号から第４号までに掲げるいずれの要件にも該当する場合に地先道路整備事業を実施するものとする。 

（地先道路整備事業の開始） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、現地調査を行い、適当と認めたときに地

先道路整備事業を開始するものとする。 

   第３章 後退用地の寄附 

第８条 後退用地を無償で寄附しようとする者は、守口市寄附申出書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。 

(１) 寄附証書 

(２) 土地所有権移転登記承諾書 

(３) 登記原因証明情報 

(４) 印鑑証明書 

(５) 土地登記事項証明書 



 

(６) 法人の場合にあっては、代表者事項証明書 

(７) 地積測量図 

(８) 公図 

(９) 付近見取り図 

(10) 後退位置及び後退部分が確認できる写真 

   第４章 後退用地寄附助成事業 

（後退用地寄附助成事業の内容） 

第９条 後退用地寄附助成事業の内容は、後退用地を無償で寄附しようとする者の金銭的な負担を軽減することを目的に、後

退用地の寄附に必要となる費用の一部又は全部を助成することとする。 

 （後退用地寄附助成事業の助成対象者） 

第１０条 後退用地寄附助成事業の助成対象者は、地先道路整備事業の対象となった後退用地（以下「寄附土地」という。）

を無償で寄附した当該寄附土地の所有者とする。 

（後退用地寄附助成事業の助成対象経費） 

第１１条 後退用地寄附助成事業の助成対象経費は、寄附土地を市に寄附するために要した次に掲げる費用とする。 

(１) 寄附土地に係る測量及び境界標埋設に要する費用 

 (２) 寄附土地に係る分筆登記に要する費用 

 (３) 第８条第４号から第８号までに掲げる書類を取得するために要する費用 

（後退用地寄附助成金の額） 

第１２条 後退用地寄附助成金の額は、前条に規定する費用の実支出額と100,000円を比較して、いずれか少ない方の額とする。

ただし、算出された額に100円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 （後退用地寄附助成金の交付申請） 

第１３条 後退用地寄附助成金の交付を受けようとする土地所有者（以下この章において「申請者」という。）は、守口市後

退用地寄附助成金交付申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (１) 公図 



 

 (２) 地積測量図 

 (３) 見積書 

 (４) 領収書（第11条第３号に掲げる費用に係るものを除く。） 

 （後退用地寄附助成金の交付決定等） 

第１４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査を行い、適当と認める

ときは守口市後退用地寄附助成金交付決定通知書を、不適当と認めるときは理由を付した守口市後退用地寄附助成金不交付

決定通知書を申請者に交付するものとする。 

 （後退用地寄附助成金の請求） 

第１５条 前条に規定する交付決定通知書の交付を受けた者（以下この章において「交付決定者」という。）は、速やかに守

口市後退用地寄附助成金請求書を市長に提出しなければならない。 

（後退用地寄附助成金の交付） 

第１６条 市長は、前条に規定する請求書が提出されたときは、速やかに後退用地寄附助成金を交付するものとする。 

（後退用地寄附助成金の交付決定の取消し等） 

第１７条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、後退用地寄附助成金の交付決定の全部又は一部を取

り消すことができる。 

(１) 虚偽その他不正な手段により後退用地寄附助成金の交付決定を受けたとき。 

(２) この要綱の規定又は指示に違反したとき。 

(３) その他市長が適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、後退用地寄附助成金の交付決定の取消しを行ったときは、交付決定者に理由を付した守口市後退用地寄附助成金

交付決定取消通知書により通知するものとする。 

（後退用地寄附助成金の返還） 

第１８条 市長は、前条の規定により後退用地寄附助成金の交付決定を取り消した場合において、既に後退用地寄附助成金が

交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

第５章 道路整備助成事業 



 

（道路整備助成事業の内容） 

第１９条 道路整備助成事業の内容は、開発行為を実施するに当たり、市から前面道路の側溝整備の要請を受けた場合の金銭

的負担を軽減することを目的に､ 側溝整備及び路面の舗装整備に係る費用の一部を助成することとする。 

（道路整備助成事業の助成対象者） 

第２０条 道路整備助成事業の助成対象者は、次の各号のいずれにも該当する整備を行った開発者とする。ただし、市長が特

に必要があると認めたときは、この限りでない。 

 (１) 一般道路に接する土地に係る開発行為に伴う整備であること。 

 (２) 敷地面積が300平方メートル未満の土地に係る開発行為に伴う整備であること。 

 (３) 市の要請に基づく道路整備であること。 

 (４) 国、地方公共団体又はこれらに準ずる団体が行う開発行為でないこと。 

（道路整備助成事業の助成対象経費） 

第２１条 道路整備助成事業の助成対象経費は、開発者が負担する次に掲げる費用とする。 

 (１) 側溝整備に係る費用 

 (２) 路面の舗装整備に係る費用 

（道路整備助成金の額） 

第２２条 道路整備助成金の額は、次の表の左欄に掲げる補助対象経費の区分に応じ、同表の右欄に掲げる対象費用の額に２

分の１を乗じて得た額とする。ただし、それぞれ算出された額に100円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。 

補助対象経費 対象費用の額 

側溝整備に係る費用 着工時の本市の契約単価（円／メートル）に側溝整備の延長（メートル）を乗じて得た額 

路面の舗装整備に係る費用 着工時の本市の契約単価（円／平方メートル）に舗装整備面積（平方メートル）を乗じて

得た額 

（道路整備助成金の交付申請） 



 

第２３条 道路整備助成金の交付を受けようとする者（以下この章において「申請者」という。）は、守口市道路整備助成申

請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (１) 建築計画概要書（第三面）の写し 

 (２) 法第６条第１項の確認済証の写し 

 (３) 位置図 

 (４) 配置図 

 (５) 道路整備を実施したことが確認できる写真 

 (６) 見積書 

（道路整備助成金の交付決定等） 

第２４条 市長は、前条に規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査を行い、適当と認める

ときは守口市道路整備助成金交付決定通知書を、不適当と認めるときは理由を付した守口市道路整備助成金不交付決定通知

書を申請者に交付するものとする。 

（道路整備助成金の請求） 

第２５条 前条に規定する交付決定通知書を受けた者（以下この章において「交付決定者」という。）は、速やかに守口市道

路整備助成金請求書を市長に提出しなければならない。 

（道路整備助成金の交付） 

第２６条 市長は、前条に規定する請求書が提出されたときは、速やかに道路整備助成金を交付するものとする。 

（道路整備助成金の交付決定の取消し等） 

第２７条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、道路整備助成金の交付決定の全部又は一部を取り消

すことができる。 

 (１) 虚偽その他不正な手段により道路整備助成金の交付決定を受けたとき。 

(２) この要綱の規定又は指示に違反したとき。 

(３) その他市長が適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、道路整備助成金の交付決定の取消しを行ったときは、交付決定者に理由を付した守口市道路整備助成金交付決定



 

取消通知書により通知するものとする。 

（道路整備助成金の返還） 

第２８条 市長は、前条の規定により道路整備助成金の交付決定を取り消した場合において、既に道路整備助成金が交付され

ているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

第６章 その他 

第２９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、道路整備主管部長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年12月８日から施行する。 


